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はじめに 

 
職業訓練の基準は、公共職業能力開発施設が職業訓練を実施する際、職業訓練の水準の維持向上

のために定めると職業能力開発促進法に規定されている。各公共職業能力開発施設が訓練を実施す

る際には、地域の人材育成ニーズや産業状況、技術革新等を考慮してカリキュラムを策定するが、

この策定の際の基準が法で定める職業訓練の基準である。 
職業訓練の基準は訓練課程ごとに、教科、訓練時間、設備その他厚生労働省令で定める事項に関

し、基準（訓練の対象者、教科、訓練期間、訓練時間、設備、訓練生の数、職業訓練指導員、試験

及び別表）があり、これを訓練実施の標準としている。 
厚生労働省は、平成１８年度から職業能力開発促進法施行規則の普通職業訓練の普通課程の職業

訓練基準の見直しを進めているところである。これに加えて、昨年度（平成２４年度）から、高度

職業訓練の専門課程及び応用課程の見直しを開始することとなった。さらに厚生労働省は、今後４

年サイクルで、職業能力開発促進法施行規則に定める高度職業訓練の全ての専攻科について見直し

作業を進めることとしている。 
本研究は、職業訓練の基準見直しに係る基礎データ、専門的知見からの見直し提案を厚生労働省

の職業能力開発専門調査員会へ提供することを目的として開始された。見直しは、全国公共職業能

力開発施設へのアンケート調査、ヒアリング調査を実施したのち、両調査結果を踏まえて研究会委

員の議論により実施した。 
本研究が公共職業能力開発施設の訓練実施・運営の参考になれば幸いである。 
最後に、本研究にご尽力をいただいた全国の公共職業能力開発施設の関係者、研究会の委員各位、

厚生労働省の関係者等各位に感謝の意を表すると共に、日本の職業能力開発の発展のためご協力を

賜りたくお願い申し上げる。 
 
２０１４年３月 

職業能力開発総合大学校 
基盤整備センター 

所長 徳留 光明 
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